
資金不足比率 （単位：％）

国民健康保険病院事業会計 ─ ２０％

水 道 事 業 会 計 ─ ２０％

下 水 道 事 業 会 計 ─ ２０％

備
　
考

１　各会計において、資金不足額が生じていないため「─」表示で記載しています。

２　各比率が、経営健全化基準を上回る場合は、自主的経営改善努力が義務付けら
れます。

特別会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準比率

健全化判断比率

財政指標 国の
基準数値

4年度
鏡野町の数値

（参考）
3年度数値

（1）実質赤字比率 13.92 ― ―

（2）連結実質赤字比率 18.92 ― ―

（3）実質公債費比率 25.00  11.8   11.5

（4）将来負担比率 350.00 29.8  30.5

備
　
考

１　実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、町の各会計に
おいて赤字が生じていないため「─」表示で記載しています。

２　各比率が、国の基準を１つでも上回る場合は、自主的改
善努力が義務付けられます。

　　　　　　　　　　　　（単位：％）

（参考）令和４年度鏡野町各会計決算の状況

会　　　計　　　名 歳入決算額 歳出決算額 実質収支額（注1）

一　　般　　会　　計 12,607,571 12,027,222 521,133

津山・富線共同バス運行事業特別会計

特
別
会
計

公
営
企
業
会
計

普
通
会
計

8,455 8,081 374

奨学会特別会計 16,453 1,867 14,586

国民健康保険特別会計（事業勘定・直診勘定） 1,759,390 1,684,784 74,606

介護保険特別会計 1,768,173 1,706,852 61,321

後期高齢者医療特別会計 186,195 186,191 4

会　　　計　　　名 総収益 総費用 利益剰余金残高（注 2）

国保病院事業会計損益計算書 1,450,276 1,478,351 -27,666

水道事業会計損益計算書 573,702 552,525 89,064

下水道事業会計 781,524 777,248 -16,241

（単位：千円）

（注 1）実質収支額＝（歳入決算額－歳出決算額）－（５年度へ繰り越して使用する額）
（注 2）利益剰余金残高＝前年度繰越利益剰余金＋純利益（－純損失）

　
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の

健
全
化
に
関
す
る
法
律
」
に
定

め
ら
れ
た
公
表
を
要
す
る
財
政

指
標
は
次
の
と
お
り
で
す
。

⑴
実
質
赤
字
比
率

　
福
祉
、
教
育
や
ま
ち
づ
く
り

等
を
行
う
地
方
公
共
団
体
の
一

般
会
計
等
（
普
通
会

計
）
の
赤
字
額
の
程

度
を
指
標
化
し
て
、

財
政
運
営
の
深
刻
度

を
表
す
の
が
「
実
質

赤
字
比
率
」
で
す
。

こ
れ
は
地
方
公
共
団

体
の
普
通
会
計
が
赤

字
決
算
の
場
合
の
み

数
値
が
表
示
さ
れ
ま

す
。

　
令
和
４
年
度
に
お

け
る
鏡
野
町
一
般
会

計
等
の
実
質
赤
字
比

率
は
、
実
質
的
な
赤

字
額
が
生
じ
て
お
ら

ず
、
黒
字
と
な
り
ま

し
た
。

　
一
般
家
庭
と
同
様
に
、
地
方

公
共
団
体
の
財
政
運
営
に
お
い

て
も
、
本
来
、
赤
字
が
生
じ
な

い
よ
う
に
す
べ
き
で
あ
り
、
赤

字
が
生
じ
た
場
合
に
は
十
分
に

そ
の
原
因
を
明
ら
か
に
す
る
必

要
が
あ
る
と
と
も
に
、
早
期
の

赤
字
解
消
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

そ
の
赤
字
の
程
度
を
示
す
た
め

に
、
赤
字
額
を
税
収
入
や
地
方

交
付
税
等
の
合
計
額
で
示
さ
れ

る
「
財
源
の
規
模
」
と
比
較
し

た
指
標
が
「
実
質
赤
字
比
率
」

で
あ
り
、
こ
の
比
率
が
高
く
な

る
ほ
ど
歳
入
確
保
と
歳
出
削
減

が
必
要
と
な
り
、
行
政
サ
ー
ビ

ス
が
低
下
し
て
し
ま
い
ま
す
。

⑵
連
結
実
質
赤
字
比
率

　
一
般
会
計
等
と
そ
れ
以
外
の

す
べ
て
の
会
計
の
黒
字
額
や
赤

字
額
を
合
算
し
て
、
地
方
公
共

団
体
全
体
と
し
て
の
赤
字
額
の

程
度
を
指
標
化
し
て
財
政
運
営

の
深
刻
度
を
示
す
の
が
「
連
結

実
質
赤
字
比
率
」
で
す
。

　
地
方
自
治
体
の
会
計
に
は
、

一
般
会
計
の
ほ
か
に
、
料
金
収

入
等
の
特
定
の
収
入
を
主
な
財

源
と
し
て
特
定
の
事
業
（
行
政

サ
ー
ビ
ス
）
を
実
施
し
て
い
る

公
営
企
業
会
計
（
病
院
、
水

道
、
下
水
道
事
業
会
計
）
な
ど

複
数
の
会
計
が
あ
り
ま
す
。
会

計
が
分
か
れ
て
い
る
と
は
言

え
、
例
え
ば
一
般
会
計
が
黒
字

で
も
別
の
会
計
に
赤
字
が
多
く

あ
れ
ば
、
地
方
公
共
団
体
と
し

て
そ
の
赤
字
に
対
処
し
な
け
れ

ば
な
ら
ず
、
一
般
会
計
に
も
大

き
な
影
響
を
与
え
か
ね
ま
せ
ん
。

　
そ
こ
で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
会
計

の
赤
字
額
と
黒
字
額
を
合
算
し

て
、
そ
の
地
方
公
共
団
体
と
し

て
の
全
体
の
資
金
の
不
足
の
程

度
を
把
握
す
る
た
め
、
こ
の
合

算
額
を
「
財
源
の
規
模
」
と
比

較
し
て
指
標
化
し
た
も
の
が

「
連
結
実
質
赤
字
比
率
」
で

す
。
合
算
額
が
赤
字
の
場
合
の

み
数
値
が
表
示
さ
れ
ま
す
。

　
令
和
４
年
度
に
お
け
る
鏡
野

町
全
体
の
連
結
実
質
赤
字
比
率

は
、
実
質
的
な
赤
字
額
が
生
じ

て
お
ら
ず
、
黒
字
と
な
り
ま
し

た
。

⑶
実
質
公
債
費
比
率

　
地
方
公
共
団
体
が
政
府
や
市

中
銀
行
か
ら
借
り
入
れ
て
い
る

借
入
金
（
地
方
債
）
の
返
済
額

（
公
債
費
）
や
、
こ
の
返
済
額

に
準
じ
る
も
の
と
さ
れ
る
額
の

大
き
さ
を
指
標
化
し
、
過
去
３

カ
年
の
平
均
値
に
よ
り
そ
の
資

金
繰
り
の
危
険
度
を
表
す
も
の

が
「
実
質
公
債
費
比
率
」
で

す
。
地
方
債
そ
の
も
の
は
、
大

規
模
施
設
等
の
建
設
を
行
な
う

際
の
財
源
と
し
て
借
り
入
れ
を

行
な
う
点
と
、
も
う
一
方
で
は

将
来
の
住
民
に
も
同
等
に
経
費

を
分
担
し
て
い
た
だ
く
意
味
も

あ
り
ま
す
。
し
か
し
、
過
度
の

借
り
入
れ
は
後
年
度
の
住
民
に

過
重
な
負
担
を
強
い
る
こ
と
に

も
な
り
ま
す
。

　
一
般
会
計
の
公
債
費
は
、
当

然
、
一
般
会
計
で
支
払
い
し
ま

す
が
、
そ
れ
以
外
に
公
債
費
に

準
じ
る
も
の
と
し
て
、
公
営
企

業
会
計
等
の
他
の
会
計
の
公
債

費
に
充
て
る
た
め
に
一
般
会
計

か
ら
繰
り
出
す
経
費
も
あ
り
ま

す
。

　
こ
う
し
た
公
債
費
に
準
じ
る

経
費
も
一
般
会
計
の
公
債
費
に

加
算
し
て
、
実
質
的
な
公
債
費

を
算
出
し
、
「
財
源
の
規
模
」

と
比
較
し
て
指
標
化
し
た
も
の

が
「
実
質
公
債
費
比
率
」
で

す
。
こ
の
比
率
が
18
％
を
超
え

る
と
自
由
に
借
り
入
れ
が
で
き

な
く
な
り
ま
す
。

　
令
和
４
年
度
に
お
け
る
鏡
野

町
の
実
質
公
債
費
比
率
は
、

11.8
％
と
な
り
ま
し
た
。

　
鏡
野
町
の
比
率
は
、
３
カ
年

平
均
で
は
0.3
ポ
イ
ン
ト
増
加
し

て
お
り
、
緩
や
か
な
増
加
が
続

い
て
い
る
た
め
、
今
後
に
お
い

て
は
、
更
に
計
画
的
な
地
方
債

の
繰
上
償
還
や
借
り
入
れ
の
抑

制
に
努
め
、
後
年
度
の
負
担
軽

減
を
図
る
こ
と
と
し
て
い
ま

す
。

⑷
将
来
負
担
比
率

　
地
方
公
共
団
体
の
地
方
債
や

将
来
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
可
能
性
の
あ
る
負
担
等
の
残

高
を
年
度
末
（
３
月
31
日
）
時

点
で
算
定
し
、
す
べ
て
の
負
担

を
含
め
た
負
担
額
を
「
財
源
の

規
模
」
と
比
較
し
て
指
標
化
し

た
も
の
が
「
将
来
負
担
比
率
」

で
す
。

　
地
方
公
共
団
体
の
一
般
会
計

が
将
来
支
払
っ
て
い
く
負
債
に

は
、
一
般
会
計
の
地
方
債
残
高

の
ほ
か
、
将
来
の
支
払
を
約
束

し
た
も
の
（
債
務
負
担
行
為
）、

町
職
員
の
退
職
手
当
、
公
営
企

業
会
計
な
ど
他
の
会
計
の
地
方

債
残
高
の
う
ち
一
般
会
計
が
負

担
す
る
べ
き
も
の
と
見
込
ま
れ

る
も
の
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

　
令
和
４
年
度
に
お
け
る
鏡
野

町
の
将
来
負
担
比
率
は
、
29.8
％

と
な
り
ま
し
た
。

　
鏡
野
町
の
比
率
は
、
地
方
債

の
償
還
額
が
発
行
額
を
上
回
っ

た
こ
と
に
よ
り
将
来
負
担
額
が

減
少
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
昨
年

度
と
比
べ
て
0.7
ポ
イ
ン
ト
の
減

少
と
な
り
ま
し
た
。

⑸
資
金
不
足
比
率

　
病
院
事
業
、
水
道
事
業
、
下

水
道
事
業
な
ど
公
営
企
業
の
資

金
不
足
を
、
流
動
資
産
や
流
動

負
債
、
料
金
収
入
等
の
規
模
で

示
さ
れ
る
「
事
業
規
模
」
と
比

較
し
て
指
標
化
し
、
各
公
営
企

業
会
計
の
経
営
状
況
の
深
刻
度

を
示
す
の
が
「
資
金
不
足
比

率
」
で
す
。

　
令
和
４
年
度
に
お
け
る
鏡
野

町
の
公
営
企
業
会
計
の
資
金
不

足
比
率
は
表
の
と
お
り
で
、
全

て
の
公
営
企
業
会
計
で
実
質
的

な
資
金
不
足
額
は
生
じ
て
お
り

ま
せ
ん
。

令
和
４
年
度

財
政
健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比
率
を
公
表
し
ま
す

お問い合せ先　鏡野町総務課　担当：山口　電話（０８６８）５４-２１１１
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